


























①受益地と動水頭・静水頭の検討 

受益地ブロック別標高調書※1をもとに、標高別受益分布状況を調べて、地目単位※2に末端で

の必要動水頭や加圧、減圧の必要性を検討する。 

 ※1：1/5,000 地形図により図測するか、関連事業の計画図を入手する。 

 ※2：畑地と水田では所要圧の差がある。末端計画が明らかでない場合は概略値としてつぎの値を使用する。 

  水田末端圧 0.1MPa 程度 

  畑地末端圧 0.3MPa 程度 

②支線・末端水路の損失を考慮した動･静水圧の検討 

国営分水工から末端までのパイプラインを硬質ポリ塩化ビニル管を想定し、動水勾配を

1.5％として、末端ほ場での動水頭と静水頭を調べて、加圧や減圧が必要であるかチェックす

る。 

b.既設水利施設の確認（水田分水※） 

①水田ブロックへの注水位置と方法 

水田受益へは補給水量のかんがいであるため、注水位置や、末端水利施設状況（パイプライ

ン or 開水路）のチェックを行い、分水方式（インライン or 減圧水槽）を決定する。 

②圧入方式（インライン方式） 

ほ場整備が終了している水田では、パイプライン化の計画があり、分水工から圧入する方式

とするが、可変定流量弁により、流量調整機能を確保する。 

 ※：原則として、水田への分水は、ため池等へいったん送水し、それからほ場へと配水する。 

c.水圧の制限 

①硬質ポリ塩化ビニル管※1の使用範囲 

末端配管では、経済性から硬質ポリ塩化ビニル管が一般的に使用されるため、国営分水工で

余剰水頭が発生する場合には減圧を行う。方法として、減圧水槽※2による方法と減圧弁による

方法があるが、減圧水槽の設置ができない（場所がない、圧が不足する）場合のみ減圧弁で対

応する。 

なお、減圧弁で対応する場合の留意事項は、「10.2.4 調圧施設の位置と構造」を参照のこ

と。 

 ※1：硬質ポリ塩化ビニル管の許容内圧は、1.0MPa（水撃圧含む） 

 ※2：水田へは原則として減圧水槽を経由させる。（引き出し防止） 

②加圧の判定 

畑かん受益で、最高標高を対象として分水位を決定すると、低位部での減圧が顕在化するた

め、1 割未満の高位部に対しては、低圧散水器などの対応も含めた検討を行い、維持管理のし

やすい施設管理を行う。 

d.バルブの検討 

制御バルブ※の選定方法については、「バルブ設備計画設計技術指針」（農業土木事業協会）

により、以下の項目を検討して、安全性が高く、経済的で維持管理の容易なバルブを選定する。 

① キャビテーションの検討 

② 制御開度範囲の検討 

③ 安全性、経済性、維持管理、施工性等の比較検討 

 ※：自動バルブの新開発 

  現在、期別流量の設定が可能な定流量弁や、減圧と最大流量の制御が同時に可能な自動弁及び液面制御の可変 

  定流量弁が実用化されている。 
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e.分水工形式の決定 

a.～c.に基づいて、分水工調書を作成し、関連事業主体と調整を行って、国営施工での分水

工形式やその施工範囲などについて協議し、分水工形式を決定する。 

 

 

479



 

 

表
－

1
0
.
4
.1

 
分

水
工

検
討

調
書

（
例

）
 

480



(2)分水工の型式と構造 

分水工は一般的に、下記のように分類される。 

 

 

a.ゲートスタンド型分水工 

オープンタイプのパイプラインに採用する。スタンド下流の幹線及び分枝線入口にスルース

ゲートを設け、そのゲート操作により、分水工上流側の水圧の調節と分水する分枝線の必要水

頭を一定に保つものである。幹線及び分枝線の水位変動が激しい場合は、それに追随するゲー

ト操作が困難であるので、このような条件下での使用は好ましくない。また、必ず余水吐を設

け調圧しなければならない。したがって、河川、排水路等の余水放流先が近くにあることを条

件とする。 

この施設には、分水工及び調圧の機能のほかに、通気、砂だまり等の機能をもたせ、ゲート

下流には必要に応じ通気孔及び流量計を配置する等、多目的分水工として設置することが望ま

しい。（図-10.4.1 参照） 

ただし、スタンドで分水されることによって下流への流量が変化し、負圧が生じることもあ

るので、下流管路の動水勾配線を検討しておく必要がある。 

 

図-10.4.1 ゲートスタンド型分水工例 
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標準内寸法表 

 水槽幅： 1≧ DB 2 かつ 1.0ｍ以上 

 水槽長： 21 5.1 DDL   2≧ かつ 1.2ｍ以上 

 水槽高： ≧H 余水吐越流水深( h )＋(0.3～0.5ｍ) 

b.オーバーフロースタンド型分水工 

オープンタイプのパイプラインに使用されるが、スタンド中央の隔壁頂部の欠口から水を越

流させる形式、隔壁の下部にスルースゲートを設けた形式及び両形式を複合した形式を総称し

たものであり、いずれもスタンドの水位を調節し、下流側への分水を安定させるものである。 

分水孔には分水ゲートを設け分水量の調節をするが、ゲートスタンド型分水工と同様に、調

圧、通気、砂だまり等の機能をもち、ゲート下流側には通気孔、流量計も配置できるような多

目的分水工として設置することが望ましい。（図-10.4.2 参照） 

 

 
図-10.4.2 オーバーフロースタンド型分水工例 

 

標準内寸法（記号は、図-10.4.2 による。単位：ｍ） 

隔壁より上流部 

上流水槽幅 ： 1≧ DB 2 かつ 1.0ｍ以上 

上流水槽長 ： 1.52≧  11 DL かつ 1.2ｍ以上 

水槽高 ： ≧H 越流隔壁高さ h ＋0.5ｍ 

隔壁より下流部 

渦等による自由水面からの空気吸込みを防止するため、原則として以下のシール高

0S と S の両方を満足するシール高（流入管管頂から水面までの距離）を確保しなけれ

ばならない。 

なお、代表的な施設や施設規模が大きい場合、施設形状が特殊な場合等には、施設の

平面形状の改善やシール高について、水理模型実験等により別途検討することが望まし

い。 

 
図-10.4.3 オープンタイプパイプラインの呑口部のシール高さ（ S 、 0S ） 
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計画最大流量時の水位（計画最高水位：HWL）に対するシール高（ S ）は、表-10.4.2

による。 

表-10.4.2 シール高 S  

口 径 2D （ｍ） シール高 S （ｍ） 

1.00 未満 2 2D かつ 0.3 以上 

1.00 ～ 1.20 1.3 2D ＋0.5 

1.30 ～ 2.40 1.2 2D ＋0.5 

2.50 ～ 3.00 1.1 2D ＋0.5 

 

静水時の水位（計画最低水位：LWL）に対するシール高（ 0S ）は、表-10.4.3 によ

る。 

表-10.4.3 シール高 0S  

口 径 2D （ｍ） シール高 0S （ｍ） 

1.00 未満 0.3 

1.00 以上 3.00 以下 0.5 

 

隔壁頂部の越流幅 

計画流量の全量を、0.1～0.3ｍの越流水深で流せる幅とする。 

ただし、大流量の場合は越流幅と越流水深の関係を比較検討の上決定する。 

下流側水槽の長さ 

空気混入防止のため 2L の方が 1L より大きくなることが必要である。 

222 ~ DDL 54≧  

ただし、スタンド下流で空気排除のための施設を設ける場合はこの限りでない。 

〔10.4.2 の（2）、b.の参考〕 

流入管のシールにおいて、開水路系のサイホンが必要とするシールとパイプラインのシール

とは異なる。前者は、若干の空気混入は許容する施設であり、パイプラインは空気混入を許容

できない施設である。オープンタイプパイプラインでは、空気混入により、各調圧スタンド間

でサージングの発生の危険性があるため留意する必要がある。 

シール確保の留意点として開水路系のサイホンでは、最多頻度流量時の水位に対して上記の

シール高( 0S )を確保すべきとしている。これに対し、オープンタイプパイプラインにおいては、

図-10.4.3 に示すとおり、静水時の水位に対し原則として同シール高( 0S )を確保するとともに、

最大流量時においてもシール高（ S ）を確保する必要がある。一方、クローズド又はセミクロ

ーズドパイプラインでは、計画低水位（LWL）以上の水位で動水勾配を持って流れるため、計

画低水位（LWL）からシール高（ S ）を確保する必要がある。（図-10.4.4 参照） 

なお、上記のシール高（ S ）は、φ75 とφ100 の実験に基づく相似則により、流速 2.5m/s

の場合でも空気混入が生じないシール高として決定された値である。 
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図-10.4.4 クローズド又は、セミクローズドタイプパイプラインにおける呑口部のシール高さ（ S ） 

 

c.フロートバルブスタンド型分水工 

セミクローズドタイプのパイプラインに採用されるが、管内水圧が大きい場合は、オープン

タイプにも採用される。この分水工はフロートの浮力及び重力を利用して、バルブの開閉操作

を行うもので、下流側の使用水量の増減によるスタンド内水位の上昇・下降によりバルブが開

閉し、分水ができる。また、このバルブを幹線から分岐し、分水スタンドに通じる管路の端末

に取付けるとスタンド内の水位をほとんど一定に保つことができ、計画分水が容易である。 

しかし、バルブの故障等を考慮し、余水吐施設あるいはそれに替わる非常用の自動制御施設

を設けることが望ましい。また、フロートバルブの手前には、バルブ故障時の止水と流量調節

のための制水弁等を設けておく必要がある。 

フロートバルブスタンド型分水工の例を示すと、下記のとおりである。 

①ディスクバルブ型分水工 

ディスクバルブには、フーデッドタイプとサブマージドタイプがある。 

前者はノズルが常に水面上に出ているタイプであり、後者はノズルが常に水面下に没して

いるタイプである。この両タイプの使用範囲の目安は、以下のとおりである。 

 フーデッド･ディスクバルブ：最小有効水頭≧2ｍ、最大静水頭＜160～250ｍ 

 サブマージド･ディスクバルブ：最小有効水頭≧2ｍ、最大静水頭＜40ｍ 

ディスクバルブ型はキャビテーションには強いが、水撃圧対策上バルブの急閉そくを防ぐ

だけの水槽面積が必要である。（図-10.4.5 参照） 

規模･構造等については、「バルブ設備計画設計技術指針」（農業土木事業協会）を参照のこ

と。 

なお、フーデッド･ディスクバルブは放流面での騒音が問題になることがあるので、周囲の

環境に留意する必要がある。 

 
図-10.4.5 ディスクバルブ型分水工例 

※流量計設置及び位置によって、仕切弁 

配置については検討する。 

484



②水位調整弁型分水工 

水位調整弁型は、分水槽内のパイロット弁の開閉により、主弁（水位調整弁）の開閉操作

を自動的に行って、バルブの開閉時間を調整できる特徴がある。 

水槽の出口にオリフィスとゲートを置き、ゲートの開度調節により分水量を設定し、開渠

等へ導入する。また、水槽水位が HWL になれば弁は閉そくするが、それ以下では通水とな

るので、ファームポンドへの分水にも利用できる。 

施設配置は図-10.4.6 に示すとおりで、水位調整弁の上流側に弁の作動に障害となるごみ

を除去するためのストレーナを、更にその上流に水位調整弁の保守時に止水するための制水

弁を配置する。 

 

図-10.4.6 水位調整弁型分水工例 

 

流量変動幅を小さくするためには、一次圧、二次圧の変化をなるべく少なくする必要があ

る。二次側圧力の変動幅を少なくする例としては図-10.4.7(a)、一次側圧力が大幅に変動す

る場合の対策例としては図-10.4.7(b)がある。 

 

 

図-10.4.7 分水量変動幅を小さくする例 

 

水位調節弁の一次側最低圧力は、二次側の圧力、主弁の上下面積比、弁の作動圧力及びオ

リフィス損失水頭から決定されるが、メーカーにより一様ではない。 

弁の開閉時間は、機構的にある限度点で調整できるようになっているが、水撃圧防止策と

してそれ以上に延長したいときは、水槽水位の変化に追随して動くパイロットバルブを使用

した上で水槽の水面積を広くとり、水位上昇、下降速度を調整する。 

一般には、吐出し水槽の水面積は、パイロットバルブの全開から全閉までのストロークを、

水位が上昇する時間が主弁の開閉時間以上になるように決定する。 

吐
出
し
水
槽 
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③その他のフロートバルブ型分水工 

インターナルパイロット弁は、バルブの開閉時間を調節することができるので、水撃圧防

止を必要とする場合にも使用できる。（図-10.4.8 参照） 

水槽面積については、水位調節弁形分水工の場合に準じて検討する。 

ボールタップ型は、急閉そくを生じるおそれがあるので、水撃圧が問題になる箇所には用

いない方がよい。 

 
図-10.4.8 インターナルパイロット弁型分水工例 

 

フロート式液面制御弁は、定流量弁と液面制御弁の両方の機能をもち、比較的規模の小さ

な分水工に適用される。（図-10.4.9 参照） 

 

 
図-10.4.9 フロート式液面制御弁型分水工例 

 

また、一定流量（過大流量防止機能付）の、無動力で取水が可能なフロート式定量分水装

置「農業農村整備事業品質確保・向上対策事業 新技術等普及マニュアル（案)平成 12 年 3

月」（土地改良測量設計技術協会）が開発されており、水圧（0.5MPa 以下）に関わりなく取

水抑制が可能であり、維持管理費の経費節減が期待できる。 

パンタグラフ式リンク機構フロートバルブ型分水工は、自動的な定圧･定流量維持機能及び

超過流量をカットできる機能を有し、土木構造部分が施工容易なプレハブ構造で、操作･維持

管理が容易であることを目標に開発された定流量分水工である。（図-10.4.10 参照） 

本分水工は、使用水量の上限設定値の調整が可能となっている。また、水槽全体がコンパ
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クトになっており、比較的小規模（おおむね /s 150 Ｑ 以下）に適用される。 

 

 
図-10.4.10 パンタグラフ式リンク機構フロートバルブ型分水工例 

 

d.クローズ型分水工 

クローズ型分水工は、パイプラインの分岐線側と本線の分岐点下流側の 2箇所、あるいは分

岐線側 1 箇所のみにバルブを設置し、分岐線への分水量を調整したり遮断したりするものであ

る。この分水工は、クローズドタイプのパイプラインでは唯一の分水工であるが、オープンタ

イプ、セミクローズドタイプのパイプラインでも、路線中の低位部で比較的管内水圧が高いパ

イプラインから直接分水する場合に採用される。 

ただし、分水工の設置位置の基本は、次のとおりである。 

・分水の支配地域が分水点の標高より低い場合で路線長が長い場合は、分水点での流量コント

ロールは不可能であり、基本的には末端での管理となる。このため、分水点には管理用の制

水弁のみを設ける。（図-10.4.11 参照） 

 

 

図-10.4.11 分水の支配地域が分水点の標高より低い場合 

 

・分水点の支配地域（吐出し地点）が分水点より高い所にあり、分水点での流量コントロール

が可能である場合は、分水点に設置する。（図-10.4.12 参照） 
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図-10.4.12 分水の支配地域が分水点の標高より高い場合 

 

必要とする機能は分水比率、分水量、定量分水の必要性等によって異なるが、一般には次に

示す考え方に従って機器の配置を検討する。 

① 分水比率が小さく、常に分水に必要な水頭を確保できる場合は、分水弁（分水量を制御す

る弁）のみとしてもよい。（図-10.4.13 参照） 

 

 

図-10.4.13 クローズ型分水工①の例 

 

② 分水比率が大きく、またそれが重要な分水工であり、幹線下流の事故等によって支障が生

じても分水を確保する必要がある場合には、幹線の下流側に制水弁を設置する。（図

-10.4.14(a)参照） 

 さらに、重要な分水工には、必要に応じて流量計を設置し、分水量の把握を可能にする。

（図-10.4.14(b）参照） 

 

 
図-10.4.14 クローズ型分水工②の例 

488



③ 規模の大きい幹線から分水する重要な分水工で、幹線動水位の変動が大きい場合、又は正

確な定量分水を必要とする場合には、自動制御分水工又は遠隔制御分水工とすることを検討

する。（図-10.4.15 参照） 

 また、分水量の調整を目的とする分水弁は、10.9.2 に示すバルブ設置位置の制限事項に注

意が必要である。 

 

 

 (a) 自動制御分水工 (b)遠隔制御分水工 

図-10.4.15 クローズ型分水工③の例 

 

(3)分水工形式の選定の目安 

分水工の形式を選定するに当たっては、幹線パイプラインの水理条件、分水後のパイプライン

の水理条件、水の使用方法、分水規模等を十分把握の上、その分水工に適合する形式を選定しな

ければならない。 

分水工形式の選定の目安は、表-10.4.4 のとおりである。 
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表-10.4.4 分水工形式選定の目安 

区分 種   別 幹線側条件 分水側条件 水使用条件 分水規模 分水精度 

ス
タ
ン
ド
型
分
水
工 

ゲートスタンド型 制約なし 制約なし 

短期間ごとの

分水量の変化

が少ないこと 

小・中・大規

模分水に適す

る 

やや良 

オーバーフロース

タンド型 
同  上 同  上 同  上 同  上 やや良 

フ
ロ
ー
ト
バ
ル
ブ
ス
タ
ン
ド
型 

ディスク 

バルブ型 

1 次圧の変化

が小さいこと

が望ましい 

 

他の対策をと

れば変化があ

ってもよい 

水槽水位が 

HWL で OFF、
以下で ON と

する所に有利 

制約なし 同  上 

やや良 

 

対策があれば 

良 

水位調整

弁型 
同  上 同  上 

制約なし。 

ただし、ごみ

がないこと 

 

同  上 

やや良 

 

対策があれば

良 

その他の

フロート

バルブ型 

1 次圧の変化

が小さいこと

が望ましい 

水槽 HWL で 

OFF、以下で 

ON 

頻度が多くて

も対応する。 

ただし、ごみ

が少ないこと 

小・中規模分

水に適する 
やや不良 

ク
ロ
ー
ズ
型
分
水
工 

分水弁のみで 

分水量調整 

常に必要圧が 

あること 

2次側圧力が負

にならないこ

と 

短期間ごとの

分水量の変化

が少ないこと 

小規模分水に

適する 

1次側、2次側

の圧力変動が

大きい場合不

良 差圧が大きくなりすぎないこと 

分水弁と幹線側に

制水弁 

1 次圧多少の

調整可 
同  上 

同  上 
小・中規模分

水に適する 
同  上 

差圧が大きくなりすぎないこと 

分水弁と幹線側に

制水弁、分水線に

流量計 

同  上 同  上 
同  上 

中・大規模分

水に適する 

管理の方法に

よっては良 差圧が大きくなりすぎないこと 

マイナーループ 

制御方式 

1 次圧多少の

調整可 

2次側圧力が負

にならないこ

と 制約なし 同  上 良 

差圧が大きくなりすぎないこと 

集中制御方式 

1 次圧調 整

可、ただし、

負圧にならな

いこと 

同  上 
同  上 

大規模分水に

適する 
良 

差圧が大きくなりすぎないこと 
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10.4.3 給水栓 

給水栓はパイプラインの最末端で受益地に散水又は給水するための施設で、その選定に当たって、

留意すべき事項は次のとおりである。 

① 給水点で最低動水頭のときでも、計画最大給水量を給水できる能力があること。 

② 管理誤差等に対処するため、給水点において十分水頭があること。特に、水田、畑地のう

ね間等の低圧パイプラインの給水栓では水頭の余裕が必要である。 

③ 操作がしやすく、施設費が安価で、耐久性があること。 

④ ごみが詰まらないこと。除塵が考慮されなければならないが、給水栓でもごみに対して問

題がないこと。 

⑤ 水撃圧が小さいこと。 

(1)給水栓の種類と特徴 

農業用の給水栓として一般に使用される給水栓の種類と特徴は、表-10.4.5 のとおりである。 

 

表-10.4.5 給水栓の種類と特徴 

種  類 
水 

田 

畑 材 質 
口 径 

（mm） 

耐 圧 

MPa 
保 護 工 特  徴 低

圧 

高
圧 

金
属 

プラス

チック 

傘 形 弁 ○ ○  ○ ○ 50～100 0.98 
口径の 5～6

倍の保護槽 

主に水田用で流量（開度）

特性良好、現地解体組立て

可能（図-10.4.16 参照） 

アングル弁 ○ ○ ○ ○ ○ 25～100 1.96  

取出し角度 45～90°、水平

360°回転構造あり 

（図-10.4.17参照） 

ゲートバルブ ○ ○ ○ ○ ○ 40～300 0.49～0.98  （図-10.4.18参照） 

電 磁 弁  ○ ○ ○ ○ 20～150 0.69～2.94 

保護ボック

ス内は乾燥

保持 

遠隔操作に用いる。近年損

失水頭、水撃圧、除塵等に

改良がみられる 

（図-10.4.19参照） 

自動給水栓 ○    ○ 50～75 0.74 

水位設定及

び保護のた

めの枠を設

ける 

全自動又は半自動（止水の

み自動）により水位制御を

行う 

（図-10.4.20参照） 
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図-10.4.16 傘形弁型式の給水栓（下向き）の例 

 

 
図-10.4.17 アングル弁型給水栓の例 

 
図-10.4.18 ゲートバルブ型給水栓の例 

   
 図-10.4.19 電磁弁給水栓 図-10.4.20  自動給水栓の例 

 

 

 

「農業農村整備事業品質確保・向上対策事業 

 新技術等普及マニュアル（案） 平成 12年 3月」 

 （土地改良測量設計技術協会） 
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10.5 量水施設 

 

10.5.1 一般事項 

量水施設は、対象地域における水の使用条件に応じた適正な配水操作を行うため、分水工及び管

路内の適切な位置に設けるもので、設置する位置の水圧、使用目的によって適正な構造及び機能を

有するものを選定しなければならない。 

 

10.5.2 量水計の設置条件 

量水計の設置条件は、次のとおりである。 

① いかなる場合においても管内を水が満流していること。 

② 流速及び使用圧力の指定範囲に従うこと。 

③ 量水計の上流側、下流側には表-10.5.1 に示す所要直線部の長さを確保する。なお、この

直線部には T 字管、漸縮管、バルブ類等の設置は避けることが重要である。 

 

10.5.3 量水計の種類と選択 

一般的な量水計の種類、特徴、適用条件等は、表-10.5.1 のとおりである。 

量水計の機種の選定に当たっては、使用の目的、各機種の特徴及び現地の条件を十分把握して検

討しなければならない。 

使用口径は、測定流量範囲と許容損失水頭から検討して決定する。なお、流量計の流量測定範囲、

損失係数等は、同一機種でもメーカーによっては異なることがあるので十分な検討が必要である。 
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表-10.5.1 流量計の種類と特徴 

項  目 
絞り流量計 

（ベンチュリー管） 
プロペラ式流量計 

ウォルトマン型流量計 
電磁流量計 超音波流量計 

測 定 原 理 

管路の途中に個定絞
りを入れて流体を流
したときに生じる絞
り両端の差圧から流
速を求める。（絞り前
後の運動エネルギー
（流速）の増加は圧力
エネルギー（差圧）の
減少に等しい） 

タービンメーターと同
じように流速に比例し
た角速度で回転するプ
ロペラの回転数から流
速を求める。 

既知寸法、既知磁界の
管路の中に、測定流体
を流し、その流体に発
生する起電力を測り、
流速を求めようとす
るもの。 

液体中に超音波を投射し
た場合、液体の流れの方
向に超音波が進む場合と
流れに逆らう方向に音波
が進む場合とでは音速に
差がでる。この差を測定
して平均流速を演算し流
量を求める。 

測 定 精 度 
（フルスケール 

に対して） 
約±2～3％ 約 4％ ±1～1.5％ ±2％以内 

測定範囲変更 
差圧変換器のスパン
変更又はベンチュリ
ー管の変換が必要。 

サイズ変更 

スパンは流速相当
0.3～10ｍ/s の間、ダ
イヤルで連続可変可
能。 

D-A 変換の際のスケー
ル・ファクターを変える。 

応 答 速 度 常 時 常 時 常 時 2s 程度 

固形物･浮遊物 
混 入 の 影 響 

影響あり、精度及び保
守に影響。 

影響あり、異物混入の
度合いが高い場合は上
流にストレーナの必要
がある。 

全く影響なし 
直ちに影響し、高精度測
定不可。 

圧 力 損 失 比較的大きい 少ない な い な い 

適 合 性 φ50～2,700mm φ75～700mm φ6～2,400mm 
φ50～2,700mm 

(これ以上の大口径も可) 

所要直線部の 
長 さ 

上流 5～10D  
下流 3～5D  

開放管用の場合、上流
15 D （整流板のあると
き 9D 以上）、閉そく管
用の場合、上流 15D 、
下流 2D 。（整流板のあ
るとき上流 9 D 、下流
2 D ） 

上流 5D  
下流 2D  

上流 10D  
下流 5D  

保 守 
空気抜きや差圧取出
部と導圧管の清掃が
必要。 

管路及びメーターの定
期的な点検清掃が必
要。 

特にないが、流体によ
っては電極清掃の必
要あり。 

温度補正が必要。 

費 用 
（据付工事調整 
 費用を含む） 

口径が大になると鋳
物の価格が高くなる。 

比較的安価 

口径に比例し、口径が
大になるとベンチュ
リー管より多少高く
なる。 

口径が大でもあまり変わ
らないが、調整費用がか
かることもある。 

備 考 

精度保証はふつう 20
～30％以上の測定範
囲、耐久性はやや劣
る。（管内の摩擦によ
り誤差が生じる） 

開放管用、閉そく管用
ともに着脱操作が簡単
で、シーズンオフの間
はメーターを取りはず
して格納しておくこと
ができる。耐久性はや
や劣る。 

可逆流の測定可能、検
出部の地中埋設及び
水没可。耐久性は大電
導度のある液体でな
いと測れない。出力信
号はアナログ。（DC4
～20、10～50mA） 

既設管に取付可能、検出
部水没可能、耐久性は大。
出力信号はアナログとデ
ジタル。 

 

 

10.6 通気施設 
 

10.6.1 一般事項 

通気施設の目的は、管内からの空気の排除と、管内への空気の供給とにある。すなわち、取入れ

口で連行した空気又は水中に溶解していた空気が遊離して管内に集積すると、流れを不規則にし不
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都合な圧力変動をもたらし、通水能力を低下させるので、自動的に排除する必要がある。また、補

修点検あるいは他の事由により管内の水を排除する際には、管の凸部では負圧によって破壊するお

それが生じる。このような場合には、空気を自動的に管内に吸入させる必要がある。 

特に農業用のパイプラインでは、管内を空虚にする機会が多く、また複雑な地形の場合には、空

気のたまりやすい路線の凸部、制水弁下流部等、局部的な低圧部が多くなる。したがって、通気施

設の配置及びその機能には十分な配慮が必要である。 

 

10.6.2 通気施設の配置 

通気施設を配置するに当たっての基本的な考え方は、次に示すとおりである。 

① 配水槽あるいはスタンドの下流側に設ける。 

② 平坦な勾配から急に下り勾配になる地点に設ける。 

③ 下り勾配の路線に設けられた制水弁の直下流に設ける。 

④ 上り勾配の路線に設けられた制水弁の直上流に設ける。 

⑤ 路線内の高位部に設ける。 

⑥ 下り勾配でも管路勾配が変化している地点で、検討の結果必要な地点に設ける。 

⑦ 路線の起伏のない直線区間でも、延長が長いときは、400～500ｍに 1 箇所程度設置すること

が望ましい。 

 
図-10.6.1 通気施設配置位置 

 

10.6.3 通気施設の形式と構造 

通気施設を設ける場合には、空気の排除や吸入が容易となる形式及び構造についての検討が必要

である。 

なお、通気施設には次のものがある。 

   
通気孔 

   

      
ストレートベンド型スタンド 

      

   
通気スタンド 

  
ボックスベンド型スタンド 

通気施設 
    

     
圧縮型通気スタンド 

      

   
空気弁（単口空気弁、双口空気弁、水道用急速空気弁） 

   

   
給水栓（兼用） 

   

図-10.6.2 通気施設 
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